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児童虐待対応における一考察
―児童養護施設での事例を通して―
A study of dealing with child abuse
― Through case examples in a childrenʼs foster home ―
辰 己 隆 ＊
Abstract
Following the establishment of the Child Abuse Prevention Law in 2000, the system to deal with
child abuse has been strengthened.
However, the number of cases of consultation for abuse at child consultation centers has risen
steadily and among children living at foster homes there is a high percentage of abused children.
This article examines the handling of child abuse until the step of putting a child in a foster home,
the handling after a child is placed in a foster home and, through specific examples, the handling
together with foster homes of parents who are abusers and who are also difficult to deal with.
It then discusses future issues.
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はじめに
2015年月『日本の大課題 子どもの貧困―社会
的養護の現場から考える』が発刊された1)。本書カ
バーには、社会が大きく変化するなかで、「家庭」
で育つことができない子どもが増えている。貧困、
虐待、DVなどの理由により、家庭から隔てられた
子どもは、健康や学力の面で不利を強いられる。そ
の数およそ万人。経済格差が極まりつつあるい
ま、世代間連鎖を断つために「社会的養護」の必要
性が高まっている。「子どもの貧困」の本質を映し
だす児童養護施設の現場から、問題の実態をレポー
トし、その課題と展望を明快にえがくと記されてい
る。編者は、池上彰である。NHK を退局後、フ
リージャーナリストとして、テレビ、新聞、雑誌、
書籍など幅広いメディアで活躍中として名実ともに
著名の士である2)。「なぜ、あの池上彰が社会的養
護の現場を。」と言うのが、率直な所感であった。
筆者は、一般的に、このタイトルなら、文庫、新
書、専門書コーナーに配架されているのに、売れて
いる本、売れそうな一般新書として本屋の店頭に並
べてあった本書に注目し、一気に読破したのであ
る。
本書は、児童養護施設からの問いとして池上彰と
高橋利一（至誠学園統括学園長、日本児童養護実践
学会会長）との対談に始まり、丁寧に子どもの貧困
と児童養護施設の関連性について述べている。特
に、池上は「家族から切り離されてしまった子ども
たちは、従来の社会のセーフティネットでは救うこ
とができないのです。この子たちを救っているの
は、児童養護施設。児童養護施設が、子どもたちを
救う最後の砦になっているのです。ということは、
児童養護施設が直面する困難を分析することは、貧
困問題の所在を考えることになるのです3)。」と明
言している。筆者は、「子どもの貧困」は、「児童養
護施設」に集約されている。「児童養護施設」を理
解することが、その問題解決の糸口になるというこ
とに、とても共感した。そして、一般新書として幅
広く市民に購読され、児童養護施設の認知度が少し
でも高くなり、そこで生活をしている児童のスティ
グマ（劣等感）が軽減され、ユニバーサル化（普遍
的）に繋がるのではないかと期待をした。
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また、本稿のテーマである児童虐待についても、
頻繁に述べられており、被虐待児童の保護、治療、
支援機能として、児童養護施設は、重要な役割を
担っていることが、十分に本書より窺えた。確か
に、2000（平成12）年に「児童虐待防止等に関する
法律」が制定されて以降、虐待対応体制は強化され
てきた。しかしながら、児童相談所における虐待相
談の件数は増加の一途を辿り、児童養護施設での被
虐待児童の入所比率は高い。本稿は、この児童虐待
対応について、児童養護施設への入所措置までの対
応、入所後の対応、特に、虐待の加害者で、かつ対
応が困難な保護者と児童養護施設との対応につい
て、具体的な事例を通して考察し、今後の課題につ
いて研究・論述していきたい。
 児童虐待と児童養護施設の現況につ
いて
（）児童虐待の現況
児童虐待は、子どもの心身の発達と人格の形成に
重大な影響を与え、子どもの一生涯、さらには世代
を超えて深刻な影響をもたらすこともある。
2000（平成12）年に、「児童虐待の防止等に関す
る法律（以下、児童虐待防止法と略す）」が施行さ
れ、児童虐待の定義が次のように規定された。
・身体的虐待 児童の身体に外傷を生じ、または生
じるおそれのある暴行を加えるこ
と。
・性的虐待 児童にわいせつな行為をすることま
たは児童をしてわいせつな行為をさ
せること
・ネグレクト 児童の心身の正常な発達を妨げるよ
うな著しい減食または長時間の放
置、保護者以外の同居人による身体
的・性的・心理的虐待と同様の行為
の放置その他の保護者としての監護
を著しく怠ること。
・心理的虐待 児童に対する著しい心理的外傷を与
える言動を行うこと。
とされている4)。
この法により、児童虐待に関する理解や意識の向
上が図られつつあるが、その一方で、子どもの生命
が奪われるなど、重大かつ重篤な児童虐待事件が後
を絶たず、全国の児童相談所の児童虐待対応件数も
図表5)から児童虐待防止等に関する法制定直前の
1999（平成11）年度11,631件から2013（平成25）年
度73,802件に増加している6)。
その内容も専門的な支援を必要とするケースが増
えており、親の意に反して児童相談所が家庭裁判所
に施設入所を申し立てる、いわゆる児童福祉法第28
条事件の請求件数は1999（平成11）年度88件から
2012（平成25）年度318件となるなど児童虐待問題
は社会全体で早急に解決すべき重要な課題となって
いる7)。
後述するケース事例もこの児童福祉法第28条事件
の請求事例である。
また、児童相談所における虐待相談の対応種類別
内訳をみてみると、2013（平成 25）年度 総数
74,982件の対応種類別内訳は、施設入所4,063件
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出所：日本子ども家庭総合研究所編 2015『日本子ども資料年鑑2015』KTC中央出版 218より
図表
（5.4％）、里親委託390件（0.5％）、面接指導64,877
件（86.5％）、その他5,652件（7.5％）となってい
る8)。
つまり、児童相談所における虐待相談の86.5％
が、面接指導による在宅指導であり、施設入所は、
5.4％に過ぎない。一般的に、施設入所が多いよう
に認識されているが、在宅指導での対応が大半を占
めている。
それゆえ、児童虐待における施設入所のケース
は、在宅指導では対応できないとても困難な児童支
援および保護者との対応ケースであると推察され
る。
（）児童養護施設の現況
児童養護施設は、児童福祉法第41条に「保護者の
ない児童（乳児を除く。ただし、安定した生活環境
の確保その他の理由により特に必要のある場合に
は、乳児を含む）、虐待されている児童、その他の
環境上の養護を要する児童を入所させて、これを養
護し、あわせて退所した者に対する相談その他の自
立のための援助を行うことを目的とする施設とす
る。」と位置づけられている。
2013（平成25）年の児童養護施設入所児童等調査
結果をみてみると、養護問題発生理由の主なもの
は、「父または母の虐待・酷使」18.1％（前回調査
は2008（平成20）年に実施14.4％）、「父または母の
放任・怠だ」14.7％（前回13.8％）となっており、
一般的に「虐待」とされる「放任・怠だ」「虐待・
酷使」「棄児」「養育拒否」を合計すると、37.9％（前
回33.1％）となっている9)。
つまり、児童養護施設における養護問題発生の理
由について、かつて父母の死亡、行方不明、離婚に
よるものが多く占めていたが、それらは、減少し、
現在では、「児童虐待」に関係する父母の虐待・酷
使、放任・怠惰、父母の性格異常・精神障害による
ものが多くなってきている。このことから、児童養
護施設は、家庭代替機能から家庭支援機能へと変化
しつつあるといえる。
また、近年においての特徴は、「児童虐待」に繋
がる養育拒否や、バブル崩壊後の経済情勢不安定、
不況等による貧困を要因とした借金等による破産が
深刻化しており、入所に際し、保護者は、勿論のこ
と、児童自身にも何らかの問題を抱えている養護問
題が顕著になってきている。
次に、従来、児童養護施設は、その集団の特性か
ら大規模施設でのケアが主流であったが、近年、「児
童虐待」等による入所が増加し、家庭的な環境での
児童と職員の個別的な関係が重視され、少人数のグ
ループケアが実践されている。
将来的には、社会的養護児童の委託割合を乳児
院、児童養護施設に分の、地域小規模児童養護
施設等に分の、里親、ファミリーホームに分
のと想定されている。
以上、児童養護施設は、「児童虐待」の増加に伴
う、家庭調整の対応、心理的治療などの支援の複雑
さ、養護ケアの小規模化による家庭的環境での個別
援助の必要性が求められている現状がある。
2012（平成24）年10月01日現在、児童養護施設数
589ヶ所、入所定員34,410人、在籍人員28,188人で
ある10)。
 児童虐待対応について
（）児童虐待の防止等に関する法律（以下、児童
虐待防止法と略す）について
児童虐待防止法は、2000（平成12）年に施行後、
2004（平成16）年、2008（平成20）年に改正され、
逐次、関連する児童福祉法、民法等も改正された。
先述した児童虐待の定義を基本とし、それ以外の
主な項目と条文をあげてみる。
・国及び地方公共団体の責務等（第条）
国及び地方公共団体について、児童虐待を受けた
児童がその心身に著しく重大な被害を受けた事例の
分析を行う責務等を定めている。
・児童虐待に係る通告（第条）
児童虐待を受けたと思われる児童を発見した者
は、速やかに、市町村、児童相談所等に通告しなけ
ればならない。
・市町村、児童相談所等による安全確認等（第条）
市町村、福祉事務所の長及び児童相談所長は、通
告等を受けたときは、児童虐待を受けたと思われる
児童の安全確認のために必要な措置を講じなければ
ならない。
・出頭要求等（第条の）
都道府県知事は、児童虐待が行われているおそれ
があると認めるときは、保護者に対し、児童を同伴
して出頭することを求め、児童相談所の職員等に必
要な調査または質問をさせることができる。
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・再出頭要求等（第条の）
都道府県知事は、保護者が正当な理由なく立入調
査を拒否した場合において、児童虐待が行われてい
るおそれがあると認めるときは、保護者に対し、児
童を同伴して出頭することを求め、児童相談所の職
員等に必要な調査または質問させることができる。
・臨検等（第条の〜第10条の）
都道府県知事は、保護者が再出頭要求を拒否した
場合において、児童虐待が行われている疑いがある
ときは、児童の安全の確認を行いまたはその安全を
確認するため、児童の住所または居所の所在地を管
轄する地方裁判所、家庭裁判所または簡易裁判所の
裁判官があらかじめ発する許可状により、児童相談
所の職員等に児童の住所または居所に臨検させ、ま
たは児童を探索させることができる。
・警察署長に対する援助要請等（第10条）
都道府県知事または児童相談所長が立入調査、一
時保護、臨検等を行おうとする場合において、必要
があると認められるときは、警察署長に対し援助を
求めることができる。
・児童虐待を行った保護者に対する指導（第11条）
児童虐待を行った保護者は指導を受けなければな
らない。また、保護者が都道府県知事による指導を
受けるべき旨の勧告に従わなかった場合には、当該
保護者の児童について、都道府県知事は、一時保護、
強制入所措置その他の必要な措置を講じなければな
らない。
・面会等の制限等（法第12条〜第12条の、第17条）
一時保護または施設入所等の措置が採られ、児童
の保護のため必要があると認める場合には、児童相
談所等は、児童虐待を行った保護者について当該児
童との面会または通信を制限することができる。
・接近禁止命令（法第12条の）
都道府県知事は、強制入所措置等の場合におい
て、面会及び通信の全部が制限されており、児童の
保護のため特に必要があると認めるときは、児童虐
待を行った保護者に対し、当該児童の身辺へのつき
まといまたはその住居等の付近でのはいかいを禁止
することを命ずることができる（この命令違反につ
いては、年以下の懲役または100万円以下の罰金
に処せられる（法17条）。）。
・施設入所等の措置の解除（法第13条）
都道府県知事は、施設入所の措置を解除するに当
たっては、児童虐待を行った保護者の指導に当たっ
た児童福祉司等の意見を聴くとともに、当該保護者
に対し採られた指導の効果、再び児童虐待が行われ
ることを予防するために採られる措置について見込
まれる効果等を勘案しなければならない。
となっている11)。
重篤な児童虐待事件が発生する度、逐次、法的整
備は行われてきたが、それに反して児童虐待件数
は、先述した通り増え続けている現状がある。
（）児童相談所を中心とした児童虐待への対応
先述した児童虐待防止法第	条にもあるように、
児童虐待に関しては、児童相談所が中心的に対応す
るように規定されている。
実際の児童虐待の発見から援助までの流れは、図
表
12)の通りである。
児童虐待の相談や通告を受けた児童相談所は子ど
もや家庭についての情報を収集しながら子どもの安
全の確認をし、虐待の状況や程度から介入や保護の
緊急性の判断を行っている。緊急介入が必要と判断
され、警察官同行の立入調査も可能である。
次に、子どもの安全確認ができない場合や保護者
が介入に拒否的であったりした場合には、相談関係
を継続しながらの援助や指導が難しく、子どもの安
全を優先させた対応を行う。
一時保護、親権者等の同意による里親委託や施設
入所、あるいは家庭裁判所の承認による里親委託や
施設入所（児童福祉法第28条）などの法的な手段に
より家庭からの分離が可能になった子どもたちにつ
いては安全の確保から心理的なケア、家庭復帰に向
けた保護者への援助、外泊や家庭復帰の時期の決定
など課題は山積している。
後述する、児童養護施設における児童虐待ケース
対応事例は、虐待の加害者である保護者の対応が複
雑、困難を要したものである。
一方、在宅指導になった場合も子どもや保護者の
様子を24時間体制でモニターすることは、不可能で
あり、良好な相談関係を維持しながら家族への支
援、保育所や幼稚園、学校などの機関と連携・協力
を進めながら援助とモニタリングを続けなければな
らない13)。
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図表
出所：兵庫県こども家庭センター 2012「児童虐待対応マニュアル（関係機関用）」兵庫県こども家庭センター	より
 児童養護施設における児童虐待ケー
ス対応事例
（）性的虐待を強いる継父との対応
☆事例の概要
被虐待が主訴で入所している B子（中学
年生）
の児童養護施設に、加害者である継父が、夜半、飲
酒をして乱暴に突然来訪した。A主任児童指導員
は、「子どもの最善の利益」を一番に考え、毅然と
した態度で継父に対応した。
☆事例の展開
児童福祉法第28条（保護者の児童虐待等の場合の
措置）の申立てによる、警察からの身柄付きの入所
である。なお、緊急保護のため保護者には、入所し
た施設名、場所は当分の間伏せるという児童相談所
からの援助方針であった。
B子は、初潮が始まった小学年生の頃から頻繁
に、アルコール依存症の継父より暴力的に性的虐待
を強いられていた。ある日、虐待を受けている最
中、スキをみて、裸同然の姿で交番に駆け込んで保
護された。実母は B子が才の時に、この継父と
再婚した。実母はおとなしく、継父の行為を分かっ
ているが、継父のドメスティックバイオレンスによ
る暴力が怖いため知らないふりをし、ビクビクした
生活をしている。ゆえに、B子からの信頼は全くな
い。
入所して、週間も経たない内に、児童相談所の
ケースワーカーより連絡が入る。「継父が児童相談
所に怒鳴り込んできて、入所した施設を教えろと喚
きちらしたので、仕方なく教えました。施設に行く
かもしれないのでよろしくお願いします。」とのこ
とであった。A主任児童指導員は、早速、施設長、
担当保育士と協議し対応策を考えた。その結果
① B子がおとうさんに会いたいか、そうではない
かの気持ちを必ず確認する。
②継父と会って対応する場合、対ではなく、複
数の職員で対応する。
③対応が困難になり、継父が暴力的な行為にでた
ら、すぐに警察に連絡をいれる。
などの確認がなされた。
案の定、その日の夜遅く、継父は突然来訪した。
上下黒の皮スーツにサングラスという、威圧的な格
好であり、多少酒臭い。応接室に通し、施設長、A
主任児童指導員、担当保育士が対応する。継父は、
開口一番「B子に会わせろ、連れて帰る。」と怒号
し、威圧する。しばらくの間、施設側は穏便に対応
していたが、話は一向に進まない。ここで、たまり
兼ねた A主任児童指導員は、B子の気持ちを聞い
てくるといって席を外した。そして、部屋にいた B
子に、
「おとうさんが、施設に来ているけど、会いたい？
家に連れて帰るって言っているけど。」「絶対に会い
たくないし、帰りたくない。先生助けて…お願い。」
と泣き伏してしまった。
A主任児童指導員は、B子の最後の言葉が頭から
離れず、どうしたら B子を守れるのかを必死で考
えながら応接室に戻り、席に着いた。
そして、継父と真正面に向き合い「おとうさん、
B 子ちゃんは、会いたくないし、帰りたくないと
いってます。また、児童福祉法第28条申立てによる
入所なので、保護者の同意なしで保護できます。し
かし、どうしても連れて帰りたいならば、家庭裁判
所に申し出てください。その結果、もう一度話をし
ましょう。おとうさん、ここでは筋道をきちんと立
ててください。もし、強制的に連れて帰られるな
ら、警察に通報します。」と A主任児童指導員は、
継父に毅然とした態度で、畳み掛けるように話し
た。
突然の態度と正論に驚いたのか、継父は「よっ、
よしわかった。今から裁判所に行ってくる。また、
来るからな。」と捨て台詞を残して帰った。時間は、
夜中の
時である。
A主任児童指導員は、緊張の糸がほぐれたのか、
最悪の状況を想像しながら、ホッと胸を撫で下ろし
た。
（）事例の考察
本事例は、筆者が児童養護施設に従事していた
頃、主任児童指導員として実際に対応した事例であ
る。
その後、継父は、施設に訪問することはなかった
が、この事例の課題は重たい。
①児童相談所の保護者対応の未熟さ
児童相談所に、虐待の加害者である継父が怒鳴り
込んできた際、その対応に怯んだのか措置先の施
設を教えてしまった。実際、この担当ケースワー
カーの対応に、筆者は唖然とした。厚生労働省に
よる「子ども虐待対応マニュアル」があるにもか
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かわらず、どうなっているのか。児童相談所も完
璧ではないと認識した事例であった。その後、こ
のケース対応には、当該相談所の措置課長が担当
とすることになった。
②児童相談所が閉所している際の緊急対応
児童相談所が開所しているのは、平日の昼間であ
る。一時保護所は、24時間365日開所しているが、
そこには、担当ケースワーカーは不在である。
今回のような状況になった時、どう対応すれば最
善なのかを相談・連携できない時間帯、曜日があ
る。児童養護施設には、このような時間帯、曜日
での緊急性が必要な事例が多々あり、施設の緊急
時対応マニュアルの作成が必須であると確認し
た。
次に、本事例から対応として適切であったと考察
できたことがあった。
それは、
①児童相談所から施設の連絡先を保護者に教えたと
いう連絡後、すぐに今後の対応についてつ協議
したこと。
② A主任指導員が被虐待児の意見を聞いたことが
「子どもの最善の利益」に繋がったこと。
③ A主任指導員が、継父の威圧的な姿に対して決
してひるまなかったこと。
である。
本事例を通して、児童養護施設における児童虐待
ケース対応アプローチと虐待の加害者への対応は、
非常に複雑で困難を要することが明確に窺えた。
 児童養護施設における児童虐待ケー
ス対応の課題
（）児童虐待ケースにおける保護者の強制引取り
の課題
児童福祉法第28条（保護者の児童虐待等の場合の
措置）の決定により措置として児童養護施設に入所
中、前述した事例のような保護者が強制的に児童の
引き取りを要求した場合は、家庭裁判所による承認
決定で入所しており、児童福祉施設長の有する監護
権（児童福祉法第47条
項）により、施設長は引き
取りを拒否することができる。
とされているが、多忙な施設長が、不在の場合、
このような緊急を要する時、例え施設長と連絡が取
れ、指示を仰いだとしても職員だけで対応できるの
か。
さらに、保護者が面会場面で引き取りを強く要求
し、施設長や職員の説得に応じない場合、面会を打
ち切って子どもと保護者との分離を行い、児童相談
所や警察に援助を依頼する。困難な保護者対応には
複数の職員で対応すること、また緊急対応マニュア
ル（面会室・面会体制・連絡網等）を作成しておく
ことが必要である。
とされているが、児童相談所が閉所している夜
や、休日に、保護者が強制引き取りに来た場合、児
童相談所と連絡が取れない中、スムーズに警察に援
助申請できるのか。
また、職員が複数で対応するとなっているが、女
性職員が多い児童養護施設で強制引き取りをするよ
うな保護者に対して、危険性はないのか。怪我等を
した場合、どこが責任を取ってくれるのか。
そして、施設長の説得に応じない保護者に対して
は、児童相談所は子どもとの面会・通信を制限する
（児童虐待防止祉法第12条項）。強制的に連れ戻さ
れ、再び虐待が行われる恐れがあり、保護に支障が
あると認めた場合は、保護者に対しては子どもの居
住所を明らかにしないことができる。
とされているが、前述した事例では、実際、未熟
なケースワーカーが怒鳴り込んできた保護者に怯ん
で児童の居住所を教えてしまうという事実があり、
児童相談所においても更なる徹底した対応が求めら
れる。
次に、児童福祉法第28条の規定により入所等の措
置がとられ、かつ面会・通信の全部が制限されてい
る場合は、都道府県知事は、期間を決めて、虐待を
行った保護者が子どもの居住所、学校等の場所で子
どもにつきまとい、または、これらの場所を徘徊す
ることの禁止を命ずることができる（児童虐待防止
祉法第12条項）。なお、この接近禁止命令を行う
時は、保護者に対する聴聞を行わなければならない
（児童虐待防止祉法第12条）。
とされている。命令違反については、年以下の
懲役または100万円以下の罰金に処せられる（児童
虐待防止祉法第17条）。となっているが、どこまで、
強制引き取りをするような保護者への抑止力に繋
がっているのだろうか。
以上のように、重篤な虐待事件が発生するたびに
法整備がなされ、マニュアル化されているが、実際
の現場における実効性についての課題は多々
ある14)。
児童虐待対応における一考察
【T：】Edianserver／【関西学院】／教育学論究／第号／
辰己 隆  校
77
（）児童虐待ケース対応する児童養護施設の課題
児童養護施設は、児童虐待等家庭環境上の理由に
より児童養護施設に入所する児童の割合が増加して
いる中、従来の大規模集団による養育では限界があ
り、家庭的な環境の中できめ細やかなケアを提供す
るため、児童養護施設等における小規模グループケ
アや地域小規模児童養護施設（本体施設の支援の
下、地域の民間住宅などを活用して家庭的養護を行
う）の計画的な整備が進められている。
現在、職員配置が図表15)のように、改正されて
いる。
武藤素明は、「今回の改正は、職員配置の最低基
準の改正につながるものであって、すべての施設に
おいて最低基準の改正ができるものと評価してい
る。しかし、実態的には小規模化や地域分散化への
対応と労働基準法の遵守も含めた職員の配置基準改
定にはなっていない。一般的かつ全国的には名の
児童に職員が24時間・365日関わる必要性から全国
児童養護施設協議会では生活単位が小規模化された
ところにおいては、名の児童に対し、4.8名の職
員配置が必要と提言している。…中略… 国として
小規模化に向けて、これを推進するために今回の職
員配置の改正を行ったとしているが、児童養護の現
場としてこれは最低限の改善であって、今後小規模
化されたホームでも労基法を遵守し、忙しい時間帯
において複数職員が関われる体制等を考えると、さ
らなる職員配置を検討すべきである16)。」と述べて
いる。実際に、地域小規模児童養護施設では、定員
名に対して、職員
名、非常勤名、管理宿直と
なっており、全国児童養護施設協議会が提言してい
る4.8名には、届いていない。
このように、児童養護施設では、児童虐待による
施設入所が増加する中、それに対応する職員配置数
は、未だに不充分である。
まして、児童虐待ケースで対応が困難な保護者の
場合、現在の職員体制では、厚生労働省の「子ども
虐待対応の手引き」にあるマニュアル通りに実行す
るのは、なかなか難しい。
特に、小規模児童養護施設においては、前述した
事例のような保護者が強制的に児童の引き取りを要
求した場合、一人で対応しなければならない場面も
あるであろう。小規模化へ進むなら、体制面につい
てもっと整備しなければならないのではないか。
また、児童養護施設は、多くの児童の生活の場で
あり、対応が困難な保護者が、他の児童に危害を及
ぼすことも考えられる。また、強制保護の場合、施
設や職員に対して、逆恨みして、個人的に嫌がらせ
等をする場合も考えられる。
今後、児童虐待ケース対応する児童養護施設の課
題としては、職員配置数の引き上げは、もちろんで
あるが、同時に、職員の人材確保、人材育成、人材
定着策が、次の重要な課題となるであろう。
おわりに
実際に、児童相談所を介して、児童養護施設に入
所する虐待ケースのアプローチを大別すると、以下
の通りである。
①在宅指導
②緊急一時保護
③保護者の同意を得た施設入所
④児童福祉法第28条申立て（保護者の同意のな
い）による施設入所
⑤親権喪失の申立てである。
児童相談所のケースワーカーは、多くの場合、虐
待の加害者である保護者と信頼関係を基盤とした
「押しては引き」の粘りのケースワークによって①、
②、③と順を追ってアプローチしている。
これは、社会福祉援助技術におけるケースワーク
の原則である。
そして状況が良くなっていけば、③、②、①と逆
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全養協の目標水準［要望］
3：1
4：1

歳児
歳以上幼児
小学生以上
2：1
4：1
図表 児童養護施設等の児童指導員・保育士等の人員配置の引き上げ水準
5.5：1

歳児
歳以上幼児
小学生以上
出所：武藤素明「社会的養護の制度をめぐる動向と今求められている課題―職員配置基準の改定、家庭的養
護推進計画及び都道府県推進計画、被措置児童等虐待対応、第三者評価等をめぐって―」子どもと福
祉編集委員会編 2015『子どもと福祉 vol.	』所収 明石書店 78引用
歳以上幼児
今までの設備運営基準
・歳児
2：1
3：1
小学生以上 2：1
〜
歳児
1：1
厚生省の目標水準（課題と将来像）
⇒［平成27年度より予算化］
・歳児1.6：1 1.3：1
のアプローチもあり、この繰り返しもある。
しかし、④、⑤の段階になると、事態は一変して
しまう。
つまり、ケースワーカーと保護者は対立関係にな
り、被虐待児童援助のための先程の粘りのあるケー
スワークが非常に困難になる状況が生じてくるので
ある。
こうなると、ケースワークの原則である信頼関係
が喪失し、不信感から、対立関係に変わる。
このことは、児童養護施設に入所してからも同じ
であり、保護者の同意による施設入所は、職員が保
護者との信頼関係を基盤として自立支援計画が可能
となる。
しかし、児童福祉法第28条の規定により入所等の
措置がとられた場合、保護者の同意がないので、本
稿の事例のようになる可能性は極めて高いのであ
る。
最後に、児童虐待に関して、児童福祉法、児童虐
待防止法、民法等の整備により、予防・発見、相談・
通告、調査・診断、援助方針決定、援助方針実践と
流れは出来てきた。
予防から援助方針決定までは、法整備され、市町
村の取り組み、要保護児童対策地域協議会の設置、
乳児家庭全戸訪問事業等と展開されてきたが、援助
方針実践として被虐待児童の最後の砦となる、児童
養護施設等の体制整備がなされていない。児童養護
施設での被虐待児童の心理治療、生活支援は、とて
も大事であるが、その保護者との関わりが困難な場
合、実効性のあるバックアップシステムが欲しいと
願う。
筆者は、この児童養護施設のバックアップシステ
ムが充実することが、児童虐待における次のステッ
プである家族再統合の一助となるのではないかと思
い、これからも研究・論述を続けていきたい。
註
引用・参照文献
1、池上彰編 2015 『日本の大課題 子どもの貧困―社
会的養護の現場から考える』筑摩書房
2、池上彰編 2015 『前掲書』筑摩書房 カバー参照
3、池上彰編 2015 『前掲書』筑摩書房 参照
4、厚生労働統計協会編 2014 『国民の福祉と介護の動
向 Vol. 61 No. 10 2014/2015』厚生労働統計協会
89参照
5、「児童相談所における虐待相談対応件数の推移」日本
子ども家庭総合研究所編 2015 『日本子ども資料年
鑑2015』KTC中央出版 218引用
6、「児童相談所における虐待相談対応件数の推移」日本
子ども家庭総合研究所編 2015 『前掲書』KTC 中
央出版 218参照
7、厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課 2015 「児
童相談所長研修（前期）子ども家庭福祉の動向と課
題」厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課 18参
照
8、「児童相談所における虐待相談対応種類別内訳の推移」
日本子ども家庭総合研究所編 2015 『前掲書』KTC
中央出版 219参照
9、厚生労働省雇用均等・児童家庭局 2015 「児童養護
施設入所児童等調査結果（平成25年
月日現在）」
厚生労働省雇用均等・児童家庭局 参照
10、厚生労働統計協会編 2014 『前掲書』厚生労働統計
協会 92参照
11、中央法規編 2015 『社会保障の手引き 平成27年版
施策の概要と基礎資料』中央法規 253-255参照
12、兵庫県こども家庭センター 2012「児童虐待対応マ
ニュアル（関係機関用）」 兵庫県こども家庭センター
	引用
13、山縣文治編 2015 『よくわかる子ども家庭福祉 第
版』ミネルヴァ書房 158-160参照
14、相澤仁編集代表、川崎二三彦編 2013 『児童相談所・
関係機関や地域との連携・協働』明石書店 107参照
15、武藤素明著 「社会的養護の制度をめぐる動向と今求
められている課題―職員配置基準の改定、家庭的養
護推進計画及び都道府県推進計画、被措置児童等虐
待対応、第三者評価等をめぐって―」子どもと福祉
編集委員会編 2015『子どもと福祉 vol. 8』所収 明
石書店 78引用
16、武藤素明著 「前掲書」子どもと福祉編集委員会編
2015『前掲』所収 明石書店 78参照
参考文献
1、池上彰編 2015 『日本の大課題 子どもの貧困―社
会的養護の現場から考える』筑摩書房
2、厚生労働統計協会編 2014 『国民の福祉と介護の動
向 Vol. 61 No. 10 2014/2015』厚生労働統計協会	
3、日本子ども家庭総合研究所編 2015 『日本子ども資
料年鑑2015』KTC中央出版
4、厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課 2015 「児
童相談所長研修（前期）子ども家庭福祉の動向と課
題」厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課
5、厚生労働省雇用均等・児童家庭局 2015 「児童養護
施設入所児童等調査結果（平成25年
月日現在）」
厚生労働省雇用均等・児童家庭局
6、中央法規編 2015 『社会保障の手引き 平成27年版
施策の概要と基礎資料』中央法規
7、兵庫県こども家庭センター 2012 「児童虐待対応マ
ニュアル（関係機関用）」兵庫県こども家庭センター
8、山縣文治編 2015 『よくわかる子ども家庭福祉 第
版』ミネルヴァ書房
9、相澤仁編集代表、川崎二三彦編 2013 『児童相談所・
関係機関や地域との連携・協働』明石書店
10、武藤素明著 「社会的養護の制度をめぐる動向と今求
められている課題―職員配置基準の改定、家庭的養
護推進計画及び都道府県推進計画、被措置児童等虐
児童虐待対応における一考察
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待対応、第三者評価等をめぐって―」子どもと福祉
編集委員会編 2015『子どもと福祉 vol. 8』所収 明
石書店
11、辰己隆「事例研究（演習）」松本寿昭編 2006『社会
福祉援助技術』同文書院
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